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知 事 提 案 説 明 要 旨

平成２９年２月定例県議会

平成２９年２月定例県議会の開会に当たりまして、今後の県政運営に

関する所信の一端を申し上げますとともに、ただいま提案いたしました

平成２９年度の予算案並びにその他の議案について、その概要を御説明

申し上げます。

【 県 政 運 営 の 基 本 姿 勢 】

私は、先月、２期目の任期の折り返しを迎えました。この間、県議会

の皆様をはじめ多くの県民の皆様の御協力を賜り、東九州自動車道など

交通インフラ整備の大きな進展、大型案件を含む企業立地、フードビジ

ネスや東九州メディカルバレーなど将来を担う成長産業の育成と人材確

保のための産学金労官が一体となった支援体制の構築、また、伊勢志摩

サミット等における「宮崎キャビア１９８３」の提供など県産品の認知

度の向上、さらには、２巡目国体や国民文化祭の開催内定など、県政を

一歩一歩着実に前進させるとともに、新たな成長に向けた礎づくりも進

むなど、確かな手応えを感じております。

一方、我が国は本格的な人口減少社会を迎えており、県内では、特に

若者世代や中山間地域での人口流出が進んでおります。

人口減少対策や中山間地域対策は、短期間で成果が出るものではあり
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ませんが、若者の県内就職の促進、中山間地域における所得の向上や医

療・福祉の維持確保など、未来を見据えた地方創生の取組を着実に、そ

して力強く進めてまいりたいと考えております。

また、２巡目国体や国民文化祭の準備を本格的に進めるとともに、世

界農業遺産など世界ブランドの活用、スポーツキャンプ地としてのグレ

ードアップなど、「文化・スポーツを生かした地域づくり」に一層取り

組んでまいります。

さらに、９月に宮城県で開催される全国和牛能力共進会において、何

としても三連覇を勝ち取り、口蹄疫からの復興と「畜産王国宮崎」を全

国に発信していかなければならないと決意を新たにしております。

一方、全国各地で自然災害等が猛威を振るっておりますが、今年度、

県内でも、熊本地震及び台風１６号による被害や、高病原性鳥インフル

エンザが発生しております。

引き続き、「常在危機」の意識を徹底し、県民の皆さんと協働して、

防災、減災、防疫対策のさらなる強化に取り組んでまいります。

今後とも、様々な県政の課題に真正面から向き合うとともに、本県が

大きく飛躍する絶好の機会を逃すことなく、これまで以上に「対話と協

働」の基本姿勢を大事にしながら、果敢に挑戦していきたいと考えてお

りますので、県議会の皆様をはじめ、県民の皆様のより一層の御理解と

御協力をお願い申し上げます。
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【 県 政 報 告 】

続きまして、提案いたしました議案の御説明に先立ち、３点御報告を

させていただきます。

１点目は、高病原性鳥インフルエンザについてであります。

昨年１２月に川南町、今年１月に木城町の養鶏農場において、２例の

高病原性鳥インフルエンザが発生いたしましたが、国、自衛隊、関係市

町村に加え、建設業協会をはじめとする関係団体等の御協力をいただき、

迅速かつ的確に防疫措置を完了することができました。関係の皆様の御

尽力に深く感謝申し上げます。

しかしながら、隣国の韓国においては、過去に例のないほど多数の発

生が確認されており、国内においても本県以外に６道県で計８例発生し

ております。

また、国内における死亡野鳥からのウイルスの確認状況や渡り鳥の飛

来状況等からも、依然として発生リスクが高い状況にある上、同じ韓国

で発生が相次ぐ口蹄疫への警戒も更に強めていかなければならない状況

にあります。引き続き、万全の対応を取ってまいりたいと考えておりま

す。

２点目は、門川南スマートインターチェンジの開通についてでありま

す。

門川町とＮＥＸＣＯ西日本九州支社とともに整備を進めてまいりまし
ネ ク ス コ

た、東九州自動車道「門川南スマートインターチェンジ」につきまして、
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３月２５日に開通する運びとなりました。

この開通により、高速道路の利便性が向上し、県北地域の産業活性化

や観光の振興、迅速な救急救命活動、防災機能の強化などに大きな効果

が期待されます。

これまで開通に向け御支援をいただきました県議会の皆様をはじめ、

関係自治体や団体等の方々に、心からお礼を申し上げます。

３点目は、「スポーツランドみやざき」の展開についてであります。

本県では、多くのスポーツキャンプ・合宿の受入れを行っているとこ

ろでありますが、今年の春季キャンプにおきましても、日本プロ野球７

球団、Ｊリーグ２０チームなど、多くのスポーツチームのキャンプが実

施され、大変な賑わいをみせているところであります。

また、本日より、KIRISHIMA サンマリンスタジアム宮崎を中心に、

ワールドベースボールクラシックに向けた侍ジャパンの強化合宿が実施

されております。

本県でキャンプを実施したチームには、大学駅伝３冠・箱根駅伝３連

覇を達成した青山学院大学陸上競技部をはじめ、Ｊリーグ年間王者とな

った鹿島アントラーズ、プロ野球セ・リーグを制した広島東洋カープな

ど、好成績を収めるチームも多く、大変縁起の良いキャンプ地でありま

す。侍ジャパンにおきましても、世界一に輝くことを期待しているとこ

ろであります。

今後、２０１９年にラグビーワールドカップ、２０２０年には東京オ
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リンピック・パラリンピックが日本で開催されますので、国内外の代表

チームの事前合宿が本県で実施され、「スポーツランドみやざき」のさ

らなる発展に結びつくよう、引き続き、官民一体となって取り組んでま

いります。

【当初予算案編成の基本的な考え方】

それでは、まず今議会に提案いたしました平成２９年度当初予算案に

つきまして御説明申し上げます。

平成２９年度当初予算案につきましては、不断の取組として「第四期

財政改革推進計画」を着実に実行しつつ、人口減少問題に真正面から向

き合い、本県の未来を切り拓く中長期的な視点に立った施策を着実に推

進していくため、重点施策として、「人口減少対策と中山間地域対策の

強化」、「世界ブランドのみやざきづくりの推進」及び「成長産業の育

成加速化と新たな産業づくり」を掲げ、未来志向の地方創生に取り組む

予算として編成したところであります。

このような方針に基づき編成いたしました結果、当初予算額は、

一 般 会 計 ５,７７８億３,５００万円

特 別 会 計 １,２５５億２,８９９万８千円

公営企業会計 ４５４億６,３５１万７千円

となります。

このうち、一般会計の歳入財源は、
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県 税 ９５８億３,０００万円

地 方 交 付 税 １,８２４億２,５００万円

国 庫 支 出 金 ８６４億８,７０３万１千円

繰 入 金 ３０５億３,２０８万７千円

県 債 ６０８億４,１１０万円

そ の 他 １,２１７億１,９７８万２千円

であります。

なお、この中で、引き続き地方創生に向けた取組、防災・減災対策の

強化及び地域経済の活性化を積極的に推進する観点から、２９年度にお

いても「特別枠」を設け、「県営電気事業みやざき創生基金」を活用し

た事業を９.７億円、「大規模災害対策基金」を活用した事業を６.７億

円及び公共事業を４５億円、総額６１.４億円を追加で措置しておりま

す。

このうち、県営電気事業みやざき創生基金は、国の地方創生推進交付

金の活用にあたり必要となる県費や畜産新生の推進に向けた取組の財源

として、また、大規模災害対策基金は、防災・減災対策を集中的に進め

るための財源として、それぞれ活用するものであります。

また、公共事業につきましては、国の予算措置の状況等を踏まえ、補

助・交付金事業を２０億円、きめ細かな事業を展開することのできる県

単独事業を２５億円、それぞれ上乗せし、総額で２８年度と同規模の予

算額を確保したところであります。
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これらの公共事業の執行によりまして、社会資本の着実な整備と防災

・減災対策の強化を図るとともに、地域経済の活性化にも資するものと

考えております。

なお、２９年度の一般会計当初予算額につきましては、ＴＰＰ対策関

連の国庫補助事業の減等により、２８年度の当初予算額と比較して

０.７％のマイナスとなっておりますが、今年度の１１月補正予算にお

いて、国の経済対策の実施に伴う経費を３００億円以上措置しており、

繰越事業費が大幅増となる見込みでありますことから、これらの予算を

一体的かつ円滑に執行することにより、事業効果を最大限に発揮させて

いきたいと考えております。

【 主 な 重 点 事 業 等 】

以下、平成２９年度当初予算案の主な事業について、三つの重点施策

に沿って御説明申し上げます。

まず、１点目は「人口減少対策と中山間地域対策の強化」であります。

若者の県内企業等への就職・定着を図るため、「みやざき産業人財確

保支援基金」を設置し、奨学金の返還支援に取り組む企業等を支援する

とともに、県内企業と高校が連携した高校生の県内就職・定着を図る取

組、「宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンター」における移住希望者へ

の支援など、「若者の県外流出の抑制とＵＩＪターンの更なる促進」に

取り組んでまいります。
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また、県立芸術劇場と川崎市立文化施設が連携した演奏会の開催など、

包括連携協定を踏まえ、川崎市との交流をさらに拡大するとともに、新

たな都市と連携した施策の展開を検討するなど、「都市との交流促進」

に取り組んでまいります。

また、大学生など若者を対象に、自らの結婚、妊娠・出産、子育てに

ついて考える機会を提供するとともに、児童養護施設の退所者等の社会

的自立を支援するアフターケアセンターの設置、女性の再就職を支援す

るセミナー等の開催や仕事と家庭の両立を支援する事業所を増やすため

の取組など、「子育て支援とワークライフバランスの充実強化」に取り

組んでまいります。

さらに、中山間地域における農業所得向上に向けた取組への支援を行

うとともに、有害鳥獣による被害の防止に向けた総合的対策、在宅医療

の推進を図るための訪問看護師の確保・育成や訪問看護ステーションの

設置支援、木造住宅耐震化のより一層の推進など、「持続可能な中山間

地域の暮らしづくり」に取り組んでまいります。

２点目は「世界ブランドのみやざきづくりの推進」であります。

まず、世界農業遺産高千穂郷・椎葉山地域や祖母・傾・大崩ユネスコ

エコパークを活用した市町村の地域づくりの取組を支援するとともに、

東京オリンピック・パラリンピックを控えた首都圏への情報発信・販路

開拓等の機能強化を図るための新宿みやざき館ＫＯＮＮＥのリニューア

ル、今議会に提案しております「美しい宮崎づくり推進条例」に基づく
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県民との協働による美しい景観づくりの取組など、「発信力の強化と地

域の誇り、郷土愛の醸成」を図ってまいります。

また、各地に点在する活用されていない地域資源や文化財を掘り起こ

し、ブランド化を目指すとともに、土呂久公害の教訓を次世代へ継承す

る取組や、温暖な気候や恵まれた自然環境を生かしたサイクルツーリズ

ムの確立やサーフィン環境の整備など、「新たな地域資源の掘り起こし

や再評価」を進めてまいります。

さらに、平成３２年度に本県で開催される国民文化祭及び全国障害者

芸術・文化祭に向けた準備を進めるとともに、東京オリンピック・パラ

リンピックやラグビーワールドカップに向け、スポーツ合宿地としてグ

レードアップを図る取組、高校生や地域住民が芸術文化に親しむ機会の

提供、甲子園優勝を目指したチーム支援や選手の育成・強化など、「文

化・スポーツの振興」にも取り組んでまいります。

３点目は「成長産業の育成加速化と新たな産業づくり」であります。

まず、東京オリンピック・パラリンピックを控え、需要の増加が予想

される森林認証材の安定的・効率的な供給体制の確立に取り組むととも

に、食品製造業者の取引拡大を図るための県内外の卸売業者等とのマッ

チングの支援、宮崎牛の輸出拡大を図るための拠点となる高い衛生基準

に対応した食肉処理施設の整備支援、全国和牛能力共進会三連覇を勝ち

取るための取組とさらなる販売促進策の展開など、「本県の強みや特性

を生かした成長産業の育成加速化」に取り組んでまいります。
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また、産学金労官の連携による県内産業の将来を担う人材や地域経済

をけん引する中核企業を育成するための集中的支援、新製品・新技術の

開発、ものづくりベンチャー企業の育成など、「産学金労官が一体とな

ったサポート体制の充実」にも取り組んでまいります。

さらに、本県の観光をリードする人材の育成や市場ニーズに対応した

新たな観光地づくりのほか、新たな技術や科学的データを用いた施設園

芸や漁業、畜産経営の実証に取り組むなど、「次代につながる新たな産

業づくり」も進めてまいります。

当初予算案の概要については以上でありますが、併せて、新たな予算

を伴わずに県民サービスの向上を図る、いわゆる「ゼロ予算施策」も積

極的に実施していくこととしております。

【予算以外の議案】

次に、予算以外の議案について御説明いたします。

議案第２０号 宮崎県行政機関設置条例の一部を改正する条例は、

新たな行政機関として設置する「宮崎県動物愛護センター」の名称、位

置及び所管区域に関する規定を追加するものであります。

議案第２１号 地方警察職員の定員に関する条例の一部を改正する条

例は、警察法施行令の一部改正による地方警察職員たる警察官の都道府

県警察ごとの定員の基準の改正に伴い、本県警察官の定員について必要

な改正を行うものであります。
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議案第２２号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例は、

水産試験場水産物加工指導センターの加工室等の使用料の新設や建築士

法改正に伴う建築士事務所登録申請手数料の改正等を行うほか、宮崎県

立看護大学の地方独立行政法人化に伴い、関係する使用料及び手数料を

廃止するものであります。

議案第２３号 知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正す

る条例は、通勤実態等を踏まえ、一般職の自動車に係る通勤手当を見直

すとともに、常勤の特別職について、国の状況等を踏まえ、一般職の例

により通勤手当を支給するため、関係規定の改正を行うものであります。

議案第２４号 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条

例は、国等との均衡を考慮し、手当の額や支給要件の改正等を行うもの

であります。

議案第２５号 みやざき産業人財確保支援基金条例は、本県の産業を

担う人財の確保を図るため、県内企業等に就職した若者の奨学金返還を

支援することを目的とした基金を創設する条例を制定するものでありま

す。

議案第２６号 宮崎県森林整備加速化・林業再生基金条例の一部を改

正する条例は、基金を活用した事業の実施期間の見直しに伴い、基金の

設置期間を延長するための改正を行うものであります。

議案第２７号 公の施設に関する条例の一部を改正する条例は、宮崎

市と共同で設置する動物愛護センターについて、公の施設としての名称
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を「みやざき動物愛護センター」とするとともに、宮崎県立看護大学の

地方独立行政法人化に伴い、公の施設から削除するものであります。

議案第２８号 宮崎県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正す

る条例は、特定非営利活動促進法の一部改正に伴い、認定ＮＰＯ法人等

の海外への送金等に関する届出手続きが見直されたこと等から、関係規

定の改正を行うものであります。

議案第２９号 宮崎県行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の

提供に関する条例の一部を改正する条例は、県民の利便性の向上及び事

務処理の効率化の観点から、個人番号の利用が可能な事務を追加するな

ど、関係規定の改正を行うものであります。

議案第３０号 宮崎県情報公開条例の一部を改正する条例及び議案第

３１号 宮崎県個人情報保護条例の一部を改正する条例は、条例が適用

される実施機関として、「県が設立した地方独立行政法人」を追加する

など、関係規定の改正を行うものであります。

議案第３２号 職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例等の一部

を改正する条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正等

に伴い、育児休業の対象となる子の範囲の拡大や介護部分休暇の新設等

を行うものであります。

議案第３３号 宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を

改正する条例は、住民の利便性の向上及び事務処理の効率化の観点から、
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知事の権限に属する事務のうち、医療法人の分割に係る事務について、

取扱いを希望する市に権限を移譲するための改正を行うものでありま

す。

議案第３４号 宮崎県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する条

例は、訪問看護を行う事業所に就業する看護職員の確保を図るため、修

学資金の貸与を受ける者の資格要件の緩和を図るなど、関係規定の改正

を行うものであります。

議案第３５号から議案第３７号までは、公立大学法人宮崎県立看護大

学の設立に伴い、当該法人による財産の処分及び職員の引継ぎに関する

条例、また、関係条例の整理に関する条例をそれぞれ制定するものであ

ります。

議案第３８号 美しい宮崎づくり推進条例は、市町村、県民及び事業

者と連携して、美しい宮崎づくりに関する施策を総合的かつ計画的に推

進するための条例を制定するものであります。

議案第３９号 宮崎県育英資金貸与条例の一部を改正する条例は、宮

崎県育英資金の延滞利息の利率を引き下げるための改正を行うものであ

ります。

議案第４０号は、包括外部監査契約の締結について、地方自治法第２５２

条の３６第１項の規定により議会の議決に付するものであります。

議案第４１号から議案第４３号までは、平成２９年度の林道事業、農

政水産関係建設事業及び土木事業に要する経費に充てるため、市町村負



- 14 -

担金を徴収することについて、地方財政法第２７条第２項等の規定によ

り議会の議決に付するものであります。

議案第４４号から議案第４６号までは、みやざき男女共同参画プラン、

みやざき文化振興ビジョン及び都市計画に関する基本方針の変更につい

て、宮崎県行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例第３条の規定

により、議会の議決に付するものであります。

議案第４７号及び議案第４８号は、公立大学法人宮崎県立看護大学の

設立に伴い、当該法人が徴収する授業料等の料金の上限及び業務運営に

関する中期目標について、地方独立行政法人法の規定により、それぞれ

議会の議決に付するものであります。

【補 正 予 算 等】

次に、別冊にて同時に提案いたしております平成２８年度補正予算案

及びその他の議案について、その概要を御説明申し上げます。

今回の補正予算案は、公共事業費等の国庫補助決定に伴うもの、その

他必要とする経費について措置するものであります。

補正額は、

一 般 会 計 △ ２６８億１,２５６万１千円

特 別 会 計 △ ６億５,８２４万７千円

公営企業会計 １億６,２０７万３千円

であります。
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なお、一般会計の歳入財源は、

県 税 ３０億４,０００万円

地 方 交 付 税 ２７億８,７３１万５千円

国 庫 支 出 金 △ ９０億６,１３８万５千円

繰 入 金 △ ７９億９,４８１万円

諸 収 入 △ １０４億７,０７３万３千円

県 債 △ １７億９,０４７万７千円

そ の 他 △ ３３億２,２４７万１千円

であります。

この結果、平成２８年度の一般会計歳入歳出予算規模は、

５,９９２億２４７万９千円となります。

以下、新たに予算措置を行う主な事業について御説明申し上げます。

まず、昨年１２月と今年１月の高病原性鳥インフルエンザ発生に伴う

移動制限措置により、経済的影響を受けた農場への支援に係る経費を計

上しております。

また、地方創生拠点整備交付金を活用する事業として、工業技術セン

ター及び食品開発センターの試験・研究機能の強化を図るための施設整

備やフードビジネスを担う人材の研修拠点となる県立農業大学校の食品

加工施設の整備、「みやざき地頭鶏」のひなの供給拡大を図るための畜

産試験場の種鶏増殖施設の整備に係る経費を計上しております。

また、商品開発や販路拡大等に取り組む情報通信・観光関連企業に対
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する産学金労官が連携した一貫支援体制の整備や、ＪＲ九州が行う佐土

原駅のバリアフリー化整備に対する支援、鶏肉の輸出に向け処理加工施

設の再編整備を行う企業への支援等も行うこととしております。

また、県立美術館の新たなコレクションとして、美術品等取得基金を

活用し、本県出身の彫刻家の作品を２点購入することとしております。

さらに、公共事業についてでありますが、昨年９月の台風１６号によ

る被災地の復旧整備や中山間地域の農業生産基盤整備に係る事業を計上

しております。

次に、平成２８年度予算の翌年度への繰越しについてであります。

国の補正予算に係る公共事業等について、事業実施期間が不足するこ

となどの事情から、歳入歳出予算を翌年度に繰り越して執行するもので

あります。

次に、特別議案の概要について御説明申し上げます。

議案第６２号 宮崎県税条例の一部を改正する条例は、消費税の税率

改正実施時期の延期等による地方税法等の一部改正に伴い、法人県民税

法人税割の標準税率改正実施時期が延期されたこと等から、関係規定の

改正を行うものであります。

議案第６３号 国営西諸土地改良事業負担金徴収条例及び国営大淀川

右岸施設機能保全事業負担金徴収条例の一部を改正する条例は、土地改

良法施行令の一部改正に伴い、受益者等から徴収する負担金の償還利率

の見直しが行われたことから、関係規定の改正を行うものであります。
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議案第６４号 宮崎県医療施設耐震化臨時特例基金条例を廃止する条

例及び議案第６５号 宮崎県地域医療再生基金条例を廃止する条例は、

それぞれ基金を活用した事業の終了に伴い、条例を廃止するものであり

ます。

議案第６６号 宮崎県国民健康保険運営協議会条例は、国民健康保険

法の一部改正に伴い、平成３０年度以降の国民健康保険事業の運営に関

する事項について審議を行う附属機関を設置するための条例を制定する

ものであります。

議案第６７号は、県営広域営農団地農道整備事業沿海北部６期地区１

工区トンネル工事、議案第６８号は、県営湛水防除事業嵐田地区２工
たんすい あらし だ

区排水機製作・据付工事、及び議案第６９号は、防災・安全社会資本整

備交付金事業国道３２７号佐土の谷工区（仮称）佐土の谷２号トンネル
さ ど たに

工事の、それぞれ請負契約の締結について、議会の議決に付すべき契約

に関する条例第２条の規定により、議会の議決に付するものであります。

議案第７０号は、県立農業大学校の土地の一部を川南町の企業誘致用

地に供するため、財産に関する条例第２条の規定により、当該土地と建

物の処分について、議会の議決に付するものであります。

以上、今回提案いたしました議案の概要について御説明いたしました。

よろしく御審議のほどお願い申し上げます。


